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会議の議題 

議題 

（１）令和４年度杉戸町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 

（２）令和５年度杉戸町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）(案)

について 

公開・非公開

の別 

公開 ・ 非公開（公開の場合傍聴者数 0人） 

（非公開の場合理由） 

出席委員氏名 

石原千波委員、小島和夫委員、小島俊子委員、小林保雄委員、 

鈴木恵子委員、日下部一義委員、齊藤浩太郎委員、髙﨑勇委員、 

高橋司委員、松村美知子委員（10名） 

報告の概要 

１ 審議事項 

（１）令和４年度杉戸町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 

（２）令和５年度杉戸町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）(案)

について 

２ 主な意見・質疑 

  別紙のとおり 

３ 審議結果 

（１）全員一致で原案どおり承認されました。 

（２）全員一致で原案どおり承認されました。 

 

 

会  長               

 

署名委員               

 

署名委員               

 



別紙 

【主な意見・質疑等】 

 

審議事項 

（１）令和４年度杉戸町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 

 

●職場で健診を受けている方が町へ健診結果を提出していただくことで、特定健

診を受けたことになると思うが、このような方は何人いますか。 

 

（事務局） 

特定健診は、保健センターで実施する集団健診、町内の医療機関で受診する個

別健診、本人の同意により、かかりつけ医から情報をいただく診療情報提供事業

などがあります。 

それぞれの受診者数は、令和 5 年 5 月末時点で、集団健診 1,127 人、個別健診

1,254 人、診療情報提供事業 161 人です。 

このほかに、人間ドックの補助制度によるもの、職場の健診結果の提出による

ものも受診率に反映しています。 

令和 4年度に職場の健診結果により特定健診を受診したものとみなした件数は、

杉戸町消防団員 17 人、杉戸町交通指導員 5 人、その他 8 人です。 

 

 

●令和４年度の特定健診の受診率は。また、目標値に対する考察は。 

 

（事務局） 

令和5年7月27日現在で37.8％です。特定健康診査等実施計画の目標値の58％

には程遠い状況です。なお、県内市町村の平均受診率は 38.8％です。 

しかしながら、特定健診は、生活習慣病の改善を目的として実施していること

から、医療費の抑制にもつながるため、引き続き受診率の向上に努めてまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ その他 

 

●マイナンバーカードと健康保険証の紐づけに関し、全国的にトラブルが発生し

ていますが、杉戸町の状況は。 

 

（事務局） 

杉戸町では、国保システムと住基システムとが連動しているため、トラブルは

発生していません。ただ、町内の医療機関等でマイナ保険証が読み込めなかった

という事例は数件、聞いています。 

 

 

 

令和６年度の税率の改定について【事務局から】 

 

●保険税の改定は、何年ぐらいおきに実施していますか。 

 

（事務局） 

杉戸町では、財政運営が埼玉県に移行した平成３０年度以来、今年５年ぶりに

改正しました。 

県内の自治体では、令和９年度までに標準税率に合わせるため、毎年、改定し

ているところ、２年毎に改定しているところ、法定外繰入金あるいは基金繰入金

により税率改正をしていないところ、まちまちです。 

 令和５年度の杉戸町の税率は、税率改定を行った結果、県内でも高い方に位置

しています。 

 

●県の標準税率まであげるとしたら、あとどれくらい上げる必要がありますか。 

 

（事務局） 

昨年の協議では、県の標準保険税率と現行の保険税率との差の６割程度の改正

としたところですので、残り４割程度を引き上げる必要があります。均等割で７

千円ぐらい、所得割で１％ぐらいです。 

 

●県の税率の一本化は必ず実現する話ですか。 

 

（事務局） 

今の段階では、埼玉県は市町村に対し、令和９年度までに標準税率とするよう

お願いしている状況です。 



 

●更なる税率の引き上げは厳しいのではないでしょうか。 

 

（事務局） 

事務局としても、今年改定したばかりですので、令和６年度に更に引き上げる

ことは厳しいと考えています。 

ただし、令和９年度までに標準税率まで引き上げなければならないので、令和

７年度と令和９年度の２年毎には税率を見直したいので、令和６年度中に協議会

での検討をお願いしたいと考えています。 

 

 

●物価も上昇している中で、税率を引き上げるには、ある程度の大義名分が必要

ではないでしょうか。令和７年度の改定に向け、令和６年度に検討することでよ

ろしいのではないでしょうか。 

 

（事務局） 

そのような方向で進めてもよろしいでしょうか。ありがとうございました。 


